
5月12日は「民生委員・ 児童委員の日」として登録されています．
「民生委員・児童委員の日 活動強化週間」は，全国の民生委員・児童委員が組織的にPR 活動を一斉に展開することで，
住民や関係機関・団体に民生委員・児童委員の存在や活動 を知ってもらい，さらなる理解を得ることをめざすものです．
① 民生委員・児童委員を「正しく」知ってもらうため，地域住民をはじめ，関係機関・団体等に

正しく理解してもらい、関係づくりの強化をめざします．
② 地域の福祉課題に関心をもってもらうため，地域の福祉課題を広く 住民等に訴え，地域

全体で解決に取り組めるように活動していきます．
③ 孤独・孤立対策強化月間（５月），「春のこどもまんなか児童福祉週間」（５月５日～11日）

など，関係機関との連携を深めます．
那覇市の行事
① 懸垂幕設置（市役所本庁舎正面壁面，5/1～29日）
② 那覇市内18民児協の活動紹介パネル展（市役所1階ロビー，5/7～28日）
真和志第3民児協の取組
① 4月28日（木）   啓発活動：「学校と地域コミュニティ顔合せ会」繁多川公民館
② 5月  3日（火） 「民生委員児童委員の日横断幕設置」

  ：石田中学校正門 5月29日まで
  12日（月）  「民生委員児童委員の日記念式典」 パレット久茂地ウフルーフ
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5月3日（日） 民児の日啓発用横断幕設置 石田中学校正門横
１２日（火） 全国民生委員児童委員の日セレモニー パレット久茂地ウフルーフ 12:45～13:40
１3日（水） 第2回定例会 繁多川公民館2F 研修室1 １８:３０～２０:００
２0日（水） 第2回会長連絡会 なは市民協働プラザ １0:００～12：00

那覇市制105周年講演会 那覇アート 13:30～16:00
29日（金） 第2回役員会 なは市民協働プラザ 13:30～14:00

第1回評議委員会 なは市民協働プラザ 14:00～16:00

4月の活動報告

5月の予定

令和8年度 民生委員児童委員の日 活動強化週間
～支えあう 住みよい社会 地域から～

4月8日（火） 第1回定例会 真地公民館 （１6名出席） 14:00～16:00
9日（水）  識名小学校入学式，真地小学校入学式出席  9:30～10:30

15日（水） 第1回会長連絡会 なは市民協働プラザ  14:00～16:00
28日（火） 第1回役員会 JA繁多川寄添いプラザ              12:00～13:00

 繁多川地域懇談会 繁多川公民館  １９：００～20:30

全国民生委員児童委員連合会
作成ポスター

令和7年度民児の日出発式



真和志第三民児協には3つの専門部があります．各部の主な活動を紹介します．
〇児童福祉部：識名小学校，真地小学校，石田中，松城中，仲井真中との連携をはかります．

真地っ子まつり，識名っ子まつり,，その他学校関係イベントへの協力，朝の立哨など．
〇地域福祉部：繁多川公民館まつり対応，地域包括支援センターとの連携を図ります．
〇広報部 ：民生委員児童委員の日対応，広報誌の発行，定例会での自主研修企画と実施を行います．

令和8年度真和志第三民児協 専門部活動計画

おれづみの日差しが待ち遠しい頃に福州園へ出かけてきました．

迎えてくれた門をくぐりぬけると，荘厳な風格を漂わせている絵図が目に飛び込んで来ました．さらに進むと，滝のある治亭

の景観は圧巻でしばし立ち止まって浄化のパワーをもらいました．園内全体は威厳ある作りで，

東大（唐代?）の中国へタイムスリップしたようでした． 歩みを進め太池に目をやると，色彩の鯉

たちが優雅に泳ぎ，その中のひときわ大きな薄紅色の鯉の舞いに見とれていました． 6月頃に開花

する「タイサンボク」の香りを楽しみに，また来園したいと思いました． 皆様もお出かけ下さい．

民生委員児童員の皆さんご存じですか? 「生活困窮者自立支援制度」
生活保護制度とは全く異なる制度です． 

那覇市内の相談先
那覇市 就職・生活支援パーソナルサポートセンター
那覇市泉崎1-20-1 バスターミナル６階（グッジョブセンターおきなわ内）
電話 098-917-5348

コラム       by  IZCO

「生活困窮者自立支援制度」とは，働きたくても仕事がない、，家族
の介護のために仕事ができない，再就職に失敗して雇用保険が切
れた，社会に出るのが怖くなった……． 様々な困難の中（図参照）
で生活が困窮している（しそうな）かた向けの包括的な支援制度．

生活保護： 生活保護は，病気・高齢・障害・失業などで収入が途絶
え，生活が困窮している人に対して，健康で文化的な最低限度の
生活を保障する制度． 現金給付を中心に，住宅扶助，医療費助成，
教育費補助など幅広い生活維持の支援が含まれる．
申請には審査があり，資産や収入の状況を確認した上で支給が
決定される．

生活困窮者自立支援制度：相談・就労支援・家計管理・職業訓練
などを通じて自立を促す制度． 働く意思のある人に対し，住宅確

保給付金や就労体験，学習支援などのサポートが提供される．

制度の例
住まいに関する支援
・離職・廃業，減収等で住む所が無くなった方や，住む場所を失うおそれが高い方に，求職活動することなどを条件
に，一定期間家賃相当額を支援（原則3か月，最長9か月）．

家計の立て直しを助言・支援
・家計表の作成を通じて，相談者が自ら家計を管理できるように，状況に応じた支援計画の作成や関係機関への
つなぎ，貸付のあっせんなど，早期の生活再建や税・公共料金等の滞納の解消をサポート．

こどもの学習・進学や生活習慣について支援
・学習支援，生活習慣の改善，学校・家庭以外での居場所づくり，多様な進路選択のための情報提供，高校中退の
防止などの支援や保護者への助言．
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